
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埼玉県のマスコット「コバトン」 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

はじめに 
 

都市計画道路は、人や物資の安全かつ円滑な移動を確保するための交通機能、都市の環

境保全や防災性の向上を確保するための空間機能、都市構造や街区を形成し上下水道等を

収容する市街地形成機能などを有し、都市の骨格を形成する重要な都市施設である。 

 

 このため、都市計画道路は、広域的かつ長期的な視点に立って定められており、県内（さ

いたま市を除く）には、平成２５年４月１日現在、１，３４０路線、約２，４５５㎞の都

市計画道路が計画決定されている。 

 

 一方で、戦後から高度経済成長期に、人口の増加や交通量の増大等を前提に計画された

ものも多く、都市計画決定後、長期間にわたり整備が行われていない路線が多数存在した

ことから、平成１７年３月に「長期未整備都市計画道路の見直しガイドライン」を策定し、

長期間にわたり未整備となっている路線を対象とし、必要性を検証した上で見直しを行い、

平成２４年度までに５６路線、約５６㎞の都市計画手続きが完了している。 

 

 こうした中、都市計画は、社会状況等の変化に対応して変更することを想定している制

度であり、概ね５年ごとに行う都市計画に関する基礎調査の結果や社会状況等の変化を踏

まえて、変更の必要性を継続して検討していく必要がある。 

 

さらに、平成２３年には、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に関する法律（第１次一括法、第２次一括法）」が成立し、道路の都市

計画は、管理主体に応じて決定するよう改正され、県及び市町村は、それぞれの決定権限

に応じて、これまで以上に主体的に対応していくことが求められている。 

 

 県内の都市計画道路は、着実に整備が進んでいるものの全体の約４２％（約１，０３７

㎞）は未整備となっており、本県においても本格的な人口減少・超高齢社会の到来が迫っ

ていることから、こうした社会状況等の変化を踏まえ２回目の見直しを行うこととし、必

要性に加え、構造の適正さといった視点に重点を置き検証を行った上で、必要となる見直

しに取り組むものとする。 

 

 本都市計画道路の検証・見直し指針は、対象を都市計画決定の時期によらず全ての未整

備路線（自動車専用道路等は除く）に範囲を広げるとともに、事業中区間も含め、最新デ

ータを用いて検証及び見直しを進めるための基本的な考え方や手順を示すものである。 

 

 今後、この指針に基づき、県と市町村が十分連携を図り、住民等に適切な情報提供を行

うことにより、行政としての説明責任を果たしながら、都市計画道路について、適切な見

直しを進めていくものとする。 

 

                               平成２５年６月 
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  本指針は、社会状況に対応した都市計画道路の見直しについて、基本的な考え方や手順を示 

すことを目的とする。 

 

 

 

  本指針は、下記のとおり、「１ 検証・見直し指針の目的と構成」「２ 検証・見直しの必要性」 

 「３ 検証・見直しの考え方」「４ 検証・見直しの進め方」「５ 本検証・見直し指針の運用」で 

 構成する。 

 

検証・見直し指針の構成 

１ 検証・見直し指針の目的と構成 

 

 

 

２ 検証・見直しの必要性 

 

 

 

 

 

 

３ 検証・見直しの考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 検証・見直しの進め方 

 

 

 

 

 

 

 

５ 本検証・見直し指針の運用 

１－１  指針の目的 １－２  指針の構成 

２－１ 都市計画道路の現状・課題 ２－２ 社会状況の変化 

２－３  検証・見直しの目的 

３－１  検証・見直し指針の対象 

３－２  検証・見直しの基本的な考え方 

３－３ 定期的・継続的な検証・見直し ３－４ 県及び市町村の役割 

４－１ 検証・見直しフロー 

４－２ 検証路線の抽出 

４－３ 見直し候補路線の選定 

４－４ 見直し路線の選定 

１ 検証・見直し指針の目的と構成 

１－１ 指針の目的 

１－２ 指針の構成 
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 ○ 県内（さいたま市を除く）の都市計画道路は、１，３４０路線、約２，４５５㎞である。 

 （内訳） 自 動 車 専 用 道 路      ２５路線     １４３㎞ 

幹 線 街 路   １，１８６路線   ２，２４６㎞ 

区 画 街 路      ８９路線      ４５㎞ 

特 殊 街 路      ４０路線      ２１㎞ 

 
 
 ○ 全計画延長約２，４５５㎞のうち、約１，４１８㎞（約５８％）が整備済、約１，０３７ 

   ㎞（約４２％）が未整備となっている。 

 ○ 整備状況としては、５４０路線（約４０％）は整備済、８００路線（約６０％）は全線も 

   しくは一部区間が未整備となっている。 

 ○ 計画されている都市計画道路を全て完成させるには、近年の整備進捗を勘案すると、更に、 

約５０年の期間が必要と試算される。 

        整備済及び未整備延長            整備状況別の路線数 

整備済

１，４１８㎞

（５７．８％）

未整備

１，０３７㎞

（４２．２％）

 

整備済

５４０路線

（４０％）

一部未整備

４５３路線

（３４％）

全線未整備

３４７路線

（２６％）

 
 
 
 
 ○ 都市計画決定の年代によらず、未整備となっている区間があり、有効に土地利用ができな 

   い状況が長期化している。 

都市計画決定年代別の整備延長 

405
485

272
197

52 7

291

280

150

146

131

390

200

400

600

800

50年以上 40～50年未満 30～40年未満 20～30年未満 10～20年未満 10年未満

未 整 備

整 備 済

 

※平成２４年３月３１日現在 

 （さいたま市は除く） 

㎞ 

２ 検証・見直しの必要性 

２－１ 都市計画道路の現状・課題 

※平成２４年３月３１日現在 

 （さいたま市は除く） 

（１） 
 

 都市計画道路の計画状況 

（２） 

 
 

 都市計画道路の整備状況 

（３） 

 
 

 都市計画決定年代別の整備延長 
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 ○ 平成１６年度に「長期未整備都市計画道路の見直しガイドライン」を策定し、都市計画決 

   定から２０年以上の長期にわたり整備されていない都市計画道路を対象に、必要性の検証 

を行い、見直すべき路線（６３路線、約６５㎞）を選定した。 

 ○ 平成１９年度に都市計画変更に着手し、これまでに５６路線、約５６㎞の手続きが完了し 

   ている。 

見直し状況 

 

 

 

 

 

 
 
 ○ 道路交通調査の結果、市街地を通過する幹線道路が混雑している。混雑度は全国ワースト 

   １位、混雑時走行速度はワースト４位となっており、道路網を早期に整備していくことが 

   求められている。 

道路交通状況 

 

        道路混雑度の概況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （※Ｈ２２センサス） 

【混雑度】（一般国道、県道） 

（４） 

 
 

 長期未整備都市計画道路の見直し状況 

（５） 

 
 

 県内の道路交通状況 

 

 

 

 

 

 
【混雑時走行速度】（一般国道、県道） 

埼玉県の都市計画道路(さいたま市を除く）  

       １，３２２路線(約２，４６８ｋｍ）      (平成17年3月31日現在） 

当初都市計画決定後２０年以上の路線 

８６４路線（約１，９７２ｋｍ）  

 

見直し路線 

63路線(約65km） 

都市計画手続き 

完了路線 

56路線（約56㎞） 

【内訳】 

廃 止  ４６路線（５０㎞） 

ルート変更   ６路線（ ４㎞） 

幅員変更    ４路線（ ２㎞） 

 

検証 

㎞／ｈ 
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 ○ 本県の人口は、これまでの一貫して増加してきたが、平成２７年には減尐に転じ、平成 

   ４２年にはピーク時から約２２万人減尐すると見込まれている。 

 ○ 本県は、平均年齢の若い県であったが、急速に高齢化が進んでおり、総人口に占める６５ 

   歳以上の割合を示す高齢化率は、平成２７年には約２５％、平成４２年には約３０％とな 

   る見込みである。 

 

本県の将来人口の見通し 

641

676

694
705
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725 724

716

703
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650
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750

H2 H7 H12 H17 H22 H27 H32 H37 H42

Ｈ４２には、ピーク時(Ｈ２７)

から、約２２万人減少

 

 

本県の人口構成の見通し 

18.7 16.2
14.8

14.0 13.3 12.7 12.1 11.6 11.1

73.0 73.7 72.4
69.5

66.3
62.4 60.6 59.9 59.1

8.3 10.1
12.8

16.4
20.4

24.9
27.3 28.5 29.8

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

H2 H7 H12 H17 H22 H27 H32 H37 H42

生産年齢人口(15～64歳）

年少人口(0～14歳）

老年人口(65歳以上）

 

※平成22年度までは国勢調査（総務省）、平成27年度以降は埼玉県推計 

※平成22年度までは国勢調査（総務省）、平成27年度以降は埼玉県推計 

※四捨五入の関係で合計は必ずしも100％にはならない。 

２－２ 社会状況の変化 

（１） 
 

 人口減少・超高齢社会の同時進行 

万人 

構成比 

％ 
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 ○ 本県を含む関東臨海部（埼玉県、東京都、千葉県、神奈川県）の将来交通量（走行台キロ） 

の伸び率は、依然として増加傾向にあるものの、伸び率は鈍化している。 

 

関東臨海部（埼玉県、東京都、千葉県、神奈川県）の将来交通量の伸び率 

1.074 1.097

1.000
1.012

1.035

0.950

1.000

1.050

1.100

1.150

H17 H22 H27 H32 H37 H42

6.2％

H11ｾﾝｻｽでの推計

H17ｾﾝｻｽでの推計

 

 

 

 

 ○ 本県の人口集中地区（ＤＩＤ地区）の面積は、昭和４５年から平成７年まで増加が顕著で 

   あったが、その後、横ばい傾向にあり、市街地の拡大は収束してきている。 

 

本県のＤＩＤ地区面積の推移 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22  

※道路交通センサス等に基づく推計（国土交通量）より 

※埼玉県都市計画基礎調査より 

ｈａ 

（３） 
 

 市街地拡大の収束 

（２） 
 

 自動車の将来交通量 
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 ○ 本県及び県内市町村の当初予算（土木費）の合計は、平成８年度の約８，０３６億円をピ 

ークに減尐し、平成２４年度は、約５１％の約４，１２０億円となっている。 

 ○ 近年、道路事業に係る予算についても、同様に減尐しており、選択と集中による効率的 

な事業の実施が必要となっている。 

 ○ また、高度成長期に建設した施設の老朽化が進み、大規模な修繕や更新時期を迎えるため、   

   維持管理に係る予算が増大していくことから、新たな道路の整備は、制約のある予算の中 

で進めていくことが必要となっている。 

本県及び市町村の当初予算（土木費）の推移 

 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

S61 S63 H2 H4 H6 H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24

ピーク時

（Ｈ８）
ピーク時の

約５１％

（Ｈ２４）

県当初予算

市町村当初予算

 

 

 

 

 

 

 ○ 本県は、自転車保有率が日本一、自転車出荷額が２位、大規模自転車道の延長が４位など、 

   自転車利用が盛んな県であるが、一方で、自転車対歩行者の事故が増加傾向にあり、交通 

   事故全体における自転車関連事故の割合も増加している。 

 ○ 県では、平成２３年度に「自転車の安全な利用の促進に関する条例」を、平成２４年度に 

   「埼玉県が管理する県道の構造等の基準を定める条例」を制定し、県内の自転車通行空間 

の整備に取り組んでいる。 

 ○ まちづくりの中においても、自転車利用の動向を把握しながら、適宜、既計画の構造や幅 

   員を見直して、自転車通行空間を創出していくことが必要である。 

 

 

 

 

 

※埼玉県統計年鑑 

億円 

（５） 
 

 自転車通行空間の整備 

（４） 
 

 県及び市町村予算の推移 
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 ○ 平成７年１月の阪神淡路大震災では、幅員丌足の道路で、路上に倒壊した沿道の建築物が、 

   緊急車両の走行を妨げることとなった。さらに、地震直後に発生した火災により、市街地 

   で約７千棟が全半焼したが、神戸市長田区では、幅員１２ｍ以上の道路が延焼を防止する 

   ことになったことが報告されている。 

 ○ また、平成２４年３月の東日本大震災でも、物資の輸送や災害の抑制において、適切な道 

   路網や道路構造の計画が重要であることが確認された。 

 

道路幅員と延焼防止（阪神・淡路大震災） 

 

0%
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 ○ 住民に身近な行政は、地方公共団体が自主的かつ総合的に広く担うようにするとともに、 

   地域住民自らの判断と責任において地域の諸課題に取り組むことができるように転換し 

   ていくことが求められている。 

 ○ 平成２３年には、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係 

   法律の整備に関する法律」が公布され、順次、施行となるなど、「基礎自治体への権限移 

   譲」、「義務付け・枠付けの見直し」、「条例制定権の拡大」が進んでいる。 

 ○ 県から市町村への都市計画決定権限の移譲が進み、都市計画道路については、道路管理主 

   体に応じて都市計画決定の主体が定まることとなり、これまで以上に主体的かつ柔軟に計 

   画していくことが必要となっている。 

 

 

 

（神戸市長田区の例） 

※国土交通省資料より 

幅員ｍ 

延 
焼 
防 
止 
率 

（６） 
 

 災害への対応 

（７） 
 

 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の動向 
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 ○ 都市計画道路の多くは、高度経済成長期の市街地拡大や自動車交通の増大を前提に計画さ 

   れており、その後の社会情勢や交通需要等の変化に伴い、当初予定されていた役割や整備 

   の必要性に変化が生じている。 

 ○ 県では、平成１６年度より、当初都市計画決定後、長期にわたり整備されていない都市計 

   画道路について、社会状況等の変化を踏まえた必要性の検証を行うなど、見直しに取り組 

んできた（長期未整備都市計画道路の見直し）。 

 ○ 県内の道路交通状況としては、市街地を通過する幹線道路の混雑や走行速度の低下等が課 

   題となっており、幹線道路網の整備が急務となっている。 

 ○ 近年の公共投資を取り巻く環境を踏まえ、都市計画道路について、社会状況等に適合した 

   計画とするため、必要性や構造の適正さについて検証し、必要となる見直しを行い、合理 

   的な幹線道路網を構築することが求められている。 

 ○ 今回の検証・見直しは、都市計画決定の時期によらず全ての都市計画道路を対象（自動車 

   専用道路等、さいたま市は除く）とし、その見直し内容については、住民等に十分な情報 

   提供を行い、行政としての説明責任を果たしていく。 

 

 

都市計画道路の検証・見直しの経過 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長期未整備 

都市計画道路 

の見直し 

H16～H24 

（社会状況の変化や制度改正等） 

 

 ・人口減少      ・高齢化の進行 

 ・自動車交通量の動向 ・災害への対応 

 ・厳しい財政状況   ・地域主権改革 

 ・自転車利用環境 

社会状況の変化に対応した 

都市計画道路の見直し 

検証 → 見直し 

H25～(H29) 

２－３ 検証・見直しの目的 

検証・見直しの目的 

 

① 社会状況の変化や制度改正等を踏まえ、都市計画道路の必要性や構造の適正さ 

  について検証を行い、必要となる見直しを行う。 

② 見直すべき路線（区間）については、その理由を明確にし、都市計画変更の手 

  続きを行う。 

③ 見直しの過程で、住民等に適時適切に情報提供を行うことにより、行政として 

の説明責任を果たす。 
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  ○ この検証・見直し指針は、埼玉県が都市計画を定める幹線街路（以下、県決定 

    路線という）を対象とする。 

  

 ・ 但し、自動車専用道路や国直轄国道は、都道府県の圏域を越え、全国的な幹線道路網の中 

   枢・根幹をなすものであることから、本指針の対象から除く。 

 ・ 対象とする県決定路線は、４５８路線である。 

 ・ なお、県決定路線のうち、国県道及び自転車専用道路と重複していない区間については、 

県と市町村が連携して見直し内容を検討する。 

 

 ※ 市町村は、県の取組みに合せて、自らが都市計画を定める幹線街路（以下、市町村決定路 

   線という）の検証・見直しに、本指針を適用することができる。 

 

 

 

 

 

  ○ 県決定路線について、必要性や構造の適正さを検証し、必要となる見直しを行う。 

 

  ○ 見直しは、廃止、変更、存続の検討を行う。 

 

  ○ 検証・見直し結果は、適宜、公表する。 

 

 ・ 全ての県決定路線について、必要性の変化、現段階で想定される将来的な構造の適正さに 

   ついて検証を行う。 

 ・ 検証の結果、必要性に変化がなく構造の適正さが認められる路線（区間）や、必要性に変 

   化があっても構造の適正さが認められる路線（区間）については「存続」とし、必要性に 

   変化があり構造の見直しが必要となる路線（区間）や、必要性の視点によらず構造の見直 

   しが必要となる路線（区間）については、「廃止」や「変更」といった見直しを検討する。 

 ・ 検証の結果や見直し検討の結果については、各段階において、適宜、公表する。 

 ・ なお、財政等を要因とする事業計画の観点における実現性については、本検証・見直しの 

   対象外とする。 

 

 

 

 

 

 

３ 検証・見直しの考え方 

３－１ 検証・見直し指針の対象 

３－２ 検証・見直しの基本的考え方 
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    ○ 都市計画道路の検証・見直しは、今後の社会状況の変化等に応じ、原則として、 

    概ね５年ごとに定期的に行うものとする。 

 ・ 都市計画道路の検証・見直しは、都市計画に関する基礎調査（※注１）等を踏まえ、都市 

   計画区域の整備、開発及び保全の方針（※注２）に基づき、概ね５年ごとに継続して取り 

   組む必要がある。 

   【※注１：都市計画に関する基礎調査】 

    ①県は、都市計画区域について、概ね５年ごとに、都市計画に関する基礎調査を行うも 

     のとする（都市計画法第６条）。 

    ②県又は市町村は、都市計画に関する基礎調査等の結果、都市計画を変更する必要が明 

     らかになったときは、遅滞なく、当該都市計画を変更しなければならない（都市計画 

     法第２１条）。 

   【※注２：都市計画区域の整備、開発及び保全の方針】 

    ①都市計画区域については、都市計画に、都市計画区域の整備、開発及び保全の方針を 

     定めるものとし、方針には、都市施設の整備等に関する主要な都市計画の決定の方針 

     を定めるものとする（都市計画法第６条の２）。 

    ②都市計画区域の整備、開発及び保全の方針においては、概ね２０年後の都市の姿を展 

     望したうえで、都市計画の基本的方向は定められることが望ましい（都市計画運用指 

     針Ⅲ－２－４）。 

 

 

 

    ○県の役割 

    ・ 県決定路線の検証・見直しを行う。 

    ・ 市町村が行う市町村決定路線の検証・見直しを支援・協力する。 

    ・ 県決定路線の検証・見直しに当たり、交通量推計など総拢的に行うことが必 

      要な定量解析を行う。 

    ○市町村の役割 

    ・ 県が行う県決定路線の検証・見直しを支援・協力する。 

    ・ 市町村決定路線の検証・見直しを行う。 

 ・ 「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関す 

   る法律（第１次一拢法：平成２３年８月２日施行）（第２次一拢法：平成２４年４月１日 

   施行）」により、都市計画道路について、以下のとおり県から市町村に都市計画の決定権 

   限の移譲が進んだ。 

   ① 市が決定する都市計画における県協議が、同意を要しない協議となった（都市計画法 

     第１９条）。 

   ② 県が決定する都市計画道路が、「道路法に規定する一般国道又は県道、及び、その他の 

道路で車線の数が４以上のもの又は自動車専用道路であるもの」から、「道路法に規定 

する一般国道又は県道、及び、その他の道路で自動車専用道路であるもの」となった 

（都市計画法施行令第９条）。 

 ・ こうしたことから、都市計画の決定権限に応じ、県と市町村が、それぞれ役割分担した上 

   で、連携して取組むことが必要である。 

３－３ 定期的・継続的な検証・見直し 

３－４ 県及び市町村の役割 
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  社会状況の変化に対応した都市計画道路の見直しは、下記フローのとおり、段階的に、都市 

計画道路から検証路線を抽出（第１段階）し、定性的な検証により見直し候補路線を選定（第 

２段階）の上、定量的な検討を加え見直し路線を選定（第３段階）する。 

　○幹線街路（県決定路線）のうち、事業中区間及び未整備区間を

　　有する路線

　　○社会状況の変化に伴う必要性の検証

　　○構造の適正さの検証

　○見直し内容（変更・廃止）の検討

　　

　　　・道路機能の観点からの検討

　　　・上位計画等との整合性の確認

　　　・道路網の観点からの検討

　○見直し内容の確定見直し路線

存　続 都市計画変更　（廃止、変更）

　検証路線の抽出

県決定路線

検証路線

　見直し路線の選定

※必要に応じて

　見直し内容を

　再設定する。

※自動車専用道路、区画街路、特殊街路は除く

都市計画道路

幹　線　街　路

市町村決定
路線

　見直し候補路線の選定

※国直轄国道に
   関するものは除く

見直し候補路線

（評価項目）

　　①まちづくりの将来像の変化

　　②関連事業の動向・変化

　　③周辺道路等の整備状況

　　④希少な動植物の存在

　　⑤歴史・文化・観光資源の存在

　　⑥都市化の状況

　　⑦地形的制約

　　⑧その他

（評価項目）

　　①車道（車線数、停車帯、路肩など）

　　②歩道（幅員、施設帯など）

　　③その他横断構成（植樹帯、環境施設帯など）

　　④交差形式

　　⑤構造形式

　　⑥その他

事業中区間 未整備区間

※市町村が本指針を適用する時は、
　 県決定路線のフローによる

第１段階

第２段階

第３段階

izurekani
整備済

に該当

Yes

Yes

Yes

No

No

No

izurekaniいずれか

に該当

No

Yes

izurekani
いずれか

に該当

Yes

No

izurekani
見直し内容

の確定

第２段階

幹線街路

に該当

 

４ 検証・見直しの進め方 

４－１ 検証・見直しフロー 
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  都市計画道路は、都市の将来像を実現するために、長期的視点から、都市全体あるいは関連 

 する都市計画道路全体の配置を考慮して定められてきたものである。 

  こうした中で、今後の人口減尐・超高齢社会の到来や社会状況等に適合した計画となってい 

 るか検証等を行うものであり、都市計画決定の時期によらず、全ての幹線街路（県決定路線） 

 から検証路線（区間）を抽出する。 

 

 

 

 

  平成２４年３月３１日を基準として、各路線を整備状況により以下の３つの区間に分類する。 

 

 

 ①  整備済区間 ： 

 

 ②  事業中区間 ： 

 

 ③  未整備区間 ： 

 

 

 都市計画幅員どおり整備され、一般の通行の用に供している区間 

 

 事業が実施されている区間 

 

 事業中区間を除く整備されていない区間 

 

 ・ 「事業中区間」は、測量や用地買収などを含めて事業費を投入している区間とする。 

 ・ 事業時期や事業主体が公表済みもしくは明らかな区間でも、事業中区間に当たらないもの 

   は、「未整備区間」に含める。 

 

 

 

 

 

  上記（１）の分類結果を踏まえ、下記を検証路線として抽出する。検証路線については、第 

 ２段階での検討を進める。 

 

 

    ○ 以下の区間を有する路線を検証路線とする。 

    ・ 事業中区間 

    ・ 未整備区間 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－２ 検証路線の抽出【第１段階】 

（１） 
 

 整備状況に基づく区間設定 

（２） 
 

 抽出 
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  都市計画道路は、人や物資の円滑な移動を確保するための交通機能、都市の環境及び防災性 

 の向上や上下水道施設等の供給処理施設を収容する空間機能、都市構造を形成し街区を構成す 

 る市街地形成機能などを有している。 

  こうした中で、社会状況の変化等を踏まえて、都市計画道路の必要性や構造の適正さを検証 

する。 

 

 

 

 

  第１段階で抽出した「未整備区間を有する検証路線」について、区間ごとに、都市計画決定 

 の時点からの社会状況の変化に伴う必要性を、以下の評価項目ごとに評価基準により定性的な 

評価を行う。 

  なお、「事業中区間を有する検証路線」は、社会状況の変化に伴う必要性の検証は行わない。 

 

評価項目 評価基準 

 ① まちづくりの将来像の変化 

 

  上位計画の変更、まちづくりの将来像や考え方の 

  変化に伴い、当該路線の必要性が変化している。 

 ② 関連事業の動向・変化   当該路線に関連する事業計画の変化（拡大・縮小・ 

廃止など）に伴い、路線の必要性が変化している。 

 ③ 周辺道路等の整備状況   当該路線全線または一部区間において、車道また 

  は歩道としての交通機能を、国道、県道、市道な  

  どの現道で代替する可能性がある。 

 ④ 希尐な動植物の存在   当該路線の区域内に、保全すべき希尐な動植物※ 

  が明らかに存在している。（※法令等の対象種） 

 ⑤ 歴史・文化・観光資源の存在   当該路線の区域内に、保全すべき歴史・文化・観 

  光資源等が明らかに存在している。 

 ⑥ 都市化の状況   当該路線の区域内及び周辺の都市化が著しいこと 

  により問題が生じている。 

  ※ただし、住宅街は対象とせず、商店街等で地域 

   の活性化に寄不している場合のみ対象とする。 

 ⑦ 地形的制約   当該路線の区域内に、地形的な制約が明らかに存 

  在しており、かつルート・構造等の変更により、 

  合理的な事業実施を図ることができる。 

 ⑧ その他   ①～⑦の評価項目以外で、必要性が変化している 

 と判断される。 

 

 

 

 

 

 

 

４－３ 見直し候補路線の選定【第２段階】 

（１） 
 

 社会状況の変化に伴う必要性の検証 
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  第１段階で抽出した「事業中区間を有する検証路線」及び「上記（１）社会状況の変化に伴 

 う必要性の検証においていずれかの評価項目が評価基準に該当する路線」について、区間ごと 

 に、道路の構造の技術的基準（道路法第３０条の規定に基づく技術的基準）との整合性を踏ま 

 えた構造の適正さを、以下の評価項目ごとに評価基準により定性的な評価を行う。 

  なお、都市計画に定めた幅員の適正さについては、幅員を構成する要素ごとに評価すること 

 により検証する。 

 

評価項目 評価基準 

①車道 

 ・車線数 

 ・中央帯 

 ・停車帯 

 ・路肩 など 

   ・交通の分散や集中により、車線数の変更を検討する必要 

     がある。 

   ・沿道土地利用やバス路線としての位置付けにより、停車 

     需要の変化が見込まれるため、停車帯等の変更を検討す 

     る必要がある。 

   ・その他、車道に関して検討する必要がある。 

②歩道 

 ・歩道幅員 

 ・路上施設帯 など 

   ・沿道の土地利用の変化や歩行者の通行状況から、歩道幅 

     員の変更を検討する必要がある。 

   ・地域特性等から、路上施設帯の変更を検討する必要があ 

     る。 

   ・その他、歩道に関して検討する必要がある。 

③その他横断構成 

 ・環境施設帯 

 ・植樹帯 など 

   ・道路環境の保全や沿道土地利用の変化により、植樹帯や 

     環境施設帯の変更を検討する必要がある。 

   ・その他、横断構成に関して検討する必要がある。 

④交差形式    ・交通需要の変化により、交差構造の変更を検討する必要 

     がある。 

   ・自動車交通流の変化により、付加車線の設置を検討する 

     必要がある。 

   ・その他、交差形式に関して検討する必要がある。 

⑤構造形式    ・法面が必要となるなど、区域の変更を検討する必要があ 

     る。 

   ・土地利用計画の変更などから、嵩上式とするか地下式と 

     するかなど、構造形式の変更を検討する必要がある。 

   ・その他、構造形式に関して検討する必要がある。 

⑥その他    ・整備効果等の視点から、ルート変更や線形変更を検討す 

     る必要がある。 

   ・都市計画区域境や市町村境において、幅員等の整合の視 

     点から変更を検討する必要がある。 

   ・自転車と歩行者の安全確保や自転車ネットワークの観点 

     から、自転車通行空間の確保について検討する必要があ 

     る。 

 

 

 

（２） 
 

 構造の適正さの検証 
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  上記（１）（２）の検証結果を踏まえ、下記を見直し候補路線として選定する。 

  見直し候補路線については、第３段階での検討を進める。 

 

 

 ○「構造の適正さの検証」において、評価項目のいずれか１つでも該当した路線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 
 

 選定 
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  都市計画道路は、都市の将来像を実現するために、長期的視点からその必要性が位置付けら 

 れ、区域内の土地には一定の建築制限が課せられている。 

  よって、見直しに当たっては、見直しの内容や妥当性について、論理的かつ技術的な検討を 

 行い、都市計画上の変更理由を明らかにすることが必要である。 

  そのため、以下のとおり詳細な検討を行い、見直し路線を選定するものとする。 

 

 

 

  第２段階で検証した「社会状況の変化に伴う必要性」や「構造の適正さ」を総合的に勘案し、 

 見直し要因について精査を行った上で、路線ごとに見直し内容（廃止や変更等の内容）を検討 

する。 

  見直し内容は、建築制限の状況等を十分考慮した上で、道路機能に支障がない内容となるよ 

 う検討する。 

 

 ◆見直し内容の事例 

    （廃止） 

      ・機能を代替する路線の整備による廃止 

      ・土地利用や交通需要の変化による廃止 

    （変更） 

      ・交通需要の変化による車線数の変更（４車線⇔２車線） 

      ・機能を代替する路線の整備による歩道幅員の変更 

      ・交通需要の変化による交差形式の変更（立体交差⇔平面交差） 

      ・交通流の変化による付加車線の追加 

      ・まちづくりの変化によるルートや線形の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－４ 見直し路線の選定【第３段階】 

（１） 
 

 見直し内容の検討 
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  路線ごとの見直し内容（廃止や変更等の内容）について、下記の道路機能に、支障がないも 

 のとするよう、詳細検討を行う。 

  支障が大きい場合は、見直し内容を再設定する。 

 

機能の種類 機能の内容 

 ① 交通処理機能   ・高速道路や産業拠点へのアクセス性の向上 

  ・隣接都市間の円滑な交通の確保 

  ・鉄道駅へのアクセス性の向上 

  ・バス路線としての走行性・定時性の向上 

  ・自転車や徒歩による駅へのアクセス性の向上 

 ② 交通安全機能   ・自転車や歩行者の通行の安全性の確保 

  ・高齢者、障害者等の移動等の円滑化に関する法律にお 

    ける特定道路の指定等 

 ③ 防災空間機能   ・災害発生時の避難路や緊急輸送路への位置付け 

  ・高次医療施設への連結 

  ・火災時の延焼の遮断 

 ④ 市街地形成機能   ・都市的土地利用を誘導し、市街地の形成を促進 

  ・上下水道やガス等の収容空間の確保 

 ⑤ 環境空間機能   ・緑のネットワークの形成 

  ・都市の良好な景観の形成 

 ⑥ その他の機能   ・沿道利用の促進 

 

 

 

  路線ごとの見直し内容（廃止や変更等の内容）について、上位計画等との整合を確認する。 

  廃止や変更等によって丌整合が生じる場合は、関係機関との協議・調整により、上位計画等 

 の見直しの是非を検討する。 

  なお、検討の結果、必要に応じ、見直し内容を再設定するものとする。 

 

計画の種類 計画名 

 ① 上位計画   ・都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 

  ・市町村の建設に関する基本構想（総合振興計画） 

  ・市町村の都市計画に関する基本的な方針 

  ・新市建設計画 等 

 ② 関連する都市計画   ・区域区分、用途地域（沿道用途）、地区計画 等 

 ③ 関連する整備計画   ・区画整理、再開発、道路、河川、鉄道、公園、農地等 

    の整備計画 

 ④ 地域振興に関する計画   ・中心市街地活性化基本計画 等 

 ⑤ 環境調査・計画   ・環境アセスメント等の環境調査、環境保全計画、 

    緑の基本計画等 

 ⑥ 防災に関する計画   ・地域防災計画、震災対策計画 等 

 ⑦ その他の計画   ・その他の関連計画 

（２） 
 

 道路機能の観点からの検討 

（３） 
 

 上位計画等との整合性の確認 
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  路線ごとの見直し内容（廃止や変更等の内容）について、路線の性格や周辺の土地利用状況 

 等を考慮し、将来道路網（概ね２０年後）からみた支障の有無を検討する。 

  将来道路網への影響について、大きな影響があると考えられる路線については、交通需要予 

 測に基づく定量的検討を行う。 

  なお、大きな影響がない、又は、尐ないと考えられる路線については、定量的検討は行わな 

 い。 

  また、検討の結果、必要に応じ、見直し内容を再設定するものとする。 

 

（定量的検討） 

 

 ○ 交通需要予測は、道路交通センサスを使用することを基本とする。 

   また、将来予測データは、最新の平成１７年道路交通センサスを使用する。 

   なお、平成２２年道路交通センサスとの整合を図る。 

 

 ○ 現況時点を平成１７年とし、概ね２０年後である平成４２年を将来時点とする。 

 

 ○ 将来交通量推計は、見直し後の将来道路網に対して行い、見直し内容の妥当性を 

   検討する。 

 

 

 

 

 

  上記（１）（２）（３）（４）の確認・検討結果を踏まえ、総合的判断のもと、路線ごとの見直 

 し内容（廃止や変更等の内容）を確定し、都市計画の変更が必要な見直し路線を選定する。 

  なお、その他の路線は存続とする。 

  

 

 ○ 選定した見直し路線については、都市計画法に基づき、必要な都市計画の手続きを 

   行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 
 

 道路網の観点からの検討 

（５） 
 

 選定 
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  本指針は、都市計画道路について、今後の人口減尐・超高齢社会の到来や社会状況の変化に 

 適合した見直しを図るために、必要性や構造の適正さを検証し、見直しを行う基本的な考え方 

や手順を示したものである。 

  本指針に基づき、順次、都市計画道路の検証・見直しを進めるものとする。 

  なお、本指針は、社会状況等が変化した場合は、適宜、見直しを行う。 

 

 
 

  都市計画道路の検証・見直しは、道路管理者と都市計画部局の双方が関係するものであり、 

 廃止や変更等の検討に当たっては、両者が連携し、十分調整を図りながら進めていくことが重 

 要である。 

  見直し路線の選定に向けて、検証・見直しの各段階において、両者が連携を図りながら取組 

 むものとする。 

  また、関係機関との協議・調整を十分図るものとする。 

 

 

 

  本指針による都市計画道路の検証・見直しの結果、見直し路線が決定されることになるが、 

 都市計画の変更手続きに向けては、検証・見直し結果を住民等に十分周知し、理解を求める必 

要がある。 

  検証・見直し結果等については、ホームページなどを活用した情報提供や、説明会等を通じ 

 た周知を図るなど、住民等の理解を十分図りながら、順次、都市計画の変更手続きを進めるも 

のとする。 

 

 

 

 

 

本指針の作成について 

 

 

 

 

 

 

 

 

  本指針は、道路管理者と都市計画課で構成する都市計画道路の検証・見直し検討会議 

を設置し、協働により作成したものである。 

 

  ≪都市計画道路の検証・見直し検討会議≫ 

     県土整備部道路政策課、道路街路課、道路環境課、各県土整備事務所 

     都市整備部都市計画課 

５ 本検証・見直し指針の運用 

（１） 

) 
 

 本指針の取扱い 

（２） 

) 
 

 道路管理者と都市計画部局の連携 

（３） 

) 
 

 都市計画の変更手続き 
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